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　今，教員の労働環境をめぐる問題が，教育政策の中
心的な議論になっている。2013 年に OECD によって
実施された「国際教員指導環境調査」（Teaching and 
Learning International Survey, TALIS）は，「世界一
忙しい」わが国の教員の姿を炙り出した。2016 年に
実施された文部科学省の教員勤務実態調査は，「中学
校教員の約 60％が過労死ライン越え」という現実を
突きつけた。教員の厳しい労働環境のデータが，2016
年から政府で始まった「働き方改革」の動きと相まっ
て，「教員の働き方改革」を目指す政策論議に急速に
つながっていった。また本誌 2021 年 5 月号において
特集「教員の職場環境」が組まれ，様々な角度からこ
の問題が議論されたことは，もはや教育という領域に
限定されない労働に関わる重要なテーマとなっている
ことを表している。
　本書『教員の職場適応と職能形成』は，こうした議
論に真正面から対峙するというよりはむしろ，これま
での議論において自明視されてきた「日本型」教員人
事制度，すなわち「教員を（学校単位ではなく）広域
的に採用し，長期的・安定的な（場合によっては閉鎖
的な）雇用のもと，人事権者の意図や計画を反映した

（教員個々の意向のみによらない）学校間・地域間の
異動が定期的に行われている」（22 頁）制度が教員や
学校に与える影響を究明するものである。具体的に
は，同制度の影響を受ける教員の職場適応に着目し，
教員の心身の健康に関する側面と職能成長の側面か

ら，その特質を解明することを試みている。以下，各
章の概要を素描しよう。
　序章では，本書全体の課題が設定され，「日本型」
教員人事制度下での教員の職場適応をめぐる研究課題
を提示している。その上で，本書が依拠するパネル調
査の持つ有効性や意義を説明している。第 1 章は，教
員の職場適応や職能成長に関する研究課題の論点整理
の一環として，アメリカの学術研究の動向を分析して
いる。その重要な論点として，教員の主観（感情や気
分）をいかに統合・関連付けるのかという点，教員の
職場適応・職能成長の阻害要因への眼差し，そして分
析にかかるデータの収集と活用の課題の三点を指摘し
ている。第 2 章では，本書で活用するデータの基盤と
なる，二つの県の初任教員・初任期教員を対象とした
調査と，二つの市の初任期に限定しない教員を対象と
した調査の概要が説明されている。
　第 3 章から第 6 章までは，第 1 部として初任期教員
の適応と健康・力量形成に関する分析結果が示されて
いる（第 6 章は小括）。第 3 章では，初任期教員の勤
務実態と職能成長に関して，まず 3 年間を通じての変
化として，例えば学内での勤務時間の減少傾向，主観
的な職能成長の伸びといった結果が確認されている。
その上で，勤務実態，主観的な職能成長，そして職場
適応（管理職と同僚との関係性）の関係性を分析し，
職能成長と職場適応の強い相関を指摘している。第 4
章は，初任期教員のストレスとそれに対処する「キャ
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リア適応力」との関係性について分析している。キャ
リア適応力が常に有効に作用しているわけでない可能
性を指摘するとともに，キャリア適応力と同様に仕事
ができている実感といった主観的要素がストレスの抑
制には重要であることを説明している。第 5 章は，長
時間労働と初任教員の心身の健康状態の関係性に関し
て，単純に長時間労働が「悪影響を与えている」とす
るのではなく，その関数形と個人の相違性に着目した
分析を行っている。関数形に関しては，影響の線形モ
デルは不適切であり，特に休日出勤日数と睡眠時間に
は長時間労働の影響の大きな境目が明確に出ること，
また個人属性によって影響に大きな差が出ることを明
らかにしている。
　第 7 章から第 11 章までは，第 2 部として初任期に
限定しない教員のデータを使い，流動的な職場におけ
る適応・力量形成に関する分析結果が示されている

（第 11 章は小括）。第 7 章は，組織社会化を促す戦術
（制度的および個別的）の相違と，「過剰な社会化」の
可能性を検討している。組織内の関係性に関する社会
化に関しては両戦術，組織の文脈に関する社会化に関
しては制度的戦術によって高まることが示されてい
る。また，「過剰な社会化」に関しては，両戦術とも
に革新行動を抑制するものではないこと，また自らが
積極的に組織に関わろうとするプロアクティブ行動が
革新行動を高めることを明らかにしている。第 8 章
は，ミドルリーダーがその役割を発揮しやすくなるた
めの要因として，管理職のリーダーシップに対する支
持的姿勢と周囲のフォロワーからのサポートの存在に
着目し，その関係性を分析している。ミドルリーダー
が管理職のリーダーシップを支持することにおいて，
仕事の相談をする同僚の存在が重要であることを明ら
かにし，両者の正の関係性を指摘している。第 9 章で
は，教員の働き方に関する意識と労働時間の関係性に
関して，組織社会化やプロアクティブ行動によって働
き方が変容するかが分析されている。プロアクティブ
行動と労働時間の間には関連が確認されていないが，
教員間の差異として個人的変革行動（日々の業務を円
滑に行うための個人レベルの意識的行動）をとれてい
る教員ほど週全体の労働時間および外部対応の時間が
短いことが明らかにされている。第 10 章は，教員研
修への参加と能力形成（ここでは教師効力感）の関係

性を検討している。正の相関として，校内研修への参
加頻度と学級経営に関する効力感，組合研修への参加
頻度と子ども理解に関する効力感が示されている。
　第 12・13 章からなる第 3 部では，パネル調査の実
施および活用プロセスの実践を紹介し，調査における
留意点や課題が示されるとともに，調査協力者との信
頼関係の重要性が指摘されている。第 12 章は，パネ
ル調査の結果のフィードバックに着目し，教育行政，
学校管理職・ミドルリーダー，そして回答者へのフィ
ードバックそれぞれの実践事例から見える課題を示し
ている。第 13 章では，ある自治体での 3 年間にわた
る教員の適応とメンタルヘルスに関する調査の実践が
整理されており，示された結果を基にしたフィードバ
ックの意味が検討されている。
　補論では，パネルデータの有効性や意義，そして具
体的な分析手法が詳しく紹介されている。そして，終
章において本書で得られた知見が整理されているとと
もに，今後の継続的な調査に向けた課題と分析手法の
さらなる可能性が示されている。
　本書の最も重要な特徴は，調査協力者との協同的な
体制が不可欠なパネルデータを駆使し，様々な論点を
提示しながら，教員の職場適応と職能成長に関する具
体的な知見そして示唆を提供している点にある。この
多様な知見・示唆の中核には，「日本型」教員人事制
度の特徴を踏まえた上で，教員の職場適応と職能成長
を教育政策課題として位置づけて論じようとする認
識・姿勢がある。そして，それを個人の属性や初期条
件を統制できるという特徴を持つパネル調査を通して
実証的に説明しており，課題意識と実証性の一貫的な
構造が本書の研究意義を高めている。また，各章にお
ける結論やその解釈を論じる個所で，教員の職場適応
と職能成長を個人の問題に還元するものではないこと
が度々指摘されている。その意味において，本書の問
題意識そのものは教員の労働環境に真正面から対峙す
るものではないが，得られた知見及び示唆は，よりダ
イレクトに労働環境の問題そしてその解決に向けた方
策に突き刺さっている。
　これらの特徴を踏まえた上で，本書の内容をめぐっ
て気になった論点を二つ提示したい。なお，評者自身
はこれまで量的調査の研究に従事してきたわけではな
く，教師の専門職性とその制度構造の関係性を研究し
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てきた。ゆえに，調査データの解釈をめぐる議論では
なく，今後の研究の進展に向けたコメントとして受け
止めていただきたい。
　一点目は，職場適応と職能成長のそれぞれの言葉の
位置づけである。教員の場合，「職場」に適応するこ
とは，今津（1996）の区分を借りれば，学校文化，教
員文化，学校組織文化に適応することを意味する。と
はいえ，これらは互いに完全に同一視できるものでは
ないし，全く離反しているものでもなく，重なり合い
ながら多様な姿で存在している。また，職場の「何
に」適応するのかという点に関しては，シャイン

（Edgar H. Schein）の組織文化論で示されているよう
に，人工物，価値，仮定といった様々な次元のものが
存在する。つまり，職場の位置づけや適応の対象と
いった観点から，職場適応の内実やプロセスをより精
緻に整理する作業が必要となろう。それにより，政策
課題として何をターゲットにするのかという点がより
明瞭になる。
　同様に，職能成長という言葉（本書では，職能形
成，力量形成，能力形成といった言葉も使われてい
る）について，「職業的能力」の成長・形成となると
専門性にかかる技術的な側面に目が向けられる。ただ
し，「専門職としての教師」の議論を踏まえれば，倫
理的側面や公共的使命といった要素を含めての成長が
期待される。その場合，ライフヒストリー研究が明ら
かにしているように，教員の「個人としての自己」の

成長や開発にも目を向けることが求められよう。
　二点目は，適応していく参入者が職場に与える影響
である。経営学の分野では，新入社員が既存の組織に
与える影響が分析されている（尾形 2006）。参入者を
単なる適応させる存在として捉えるのではなく，組織
の変容を促す存在と捉えるわけである。終章におい
て，教員の異動が前提となる「日本型」教員人事制度
と学校の自主性・独自性が高まっていくという傾向の
ギャップの整理の必要性が論じられているが，新任お
よび異動してきた教員を組織の変容・変革を促す存在
と捉えれば，むしろこのギャップはプラスに働く可能
性がある。第 7 章でも触れられているように，職場に
適応する教員の主体性や能動性を重視し，学校組織の
変容との相互関係を探る研究も求められよう。
　少し話が広がりすぎたが，本書で提示された数々の
知見は，教員の労働環境だけでなく，教員（教師）と
いう職業とは何かを考える上でも，刺激的な議論を提
供してくれる。ぜひ多くの方に一読してもらいたい。
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